
３．既存ストックの賢い利用

 

研究動向・成果 
 

 

B-DASHプロジェクト
（下水汚泥バイオマス
発電技術）の実証研究 
 

下水道研究部 下水処理研究室 

  研究官 川住 亮太 主任研究官 田隝 淳 交流研究員 釜谷 悟司 室長 山下 洋正 

（キーワード）  焼却廃熱発電、省エネルギー、エネルギー創出、汚泥処理、革新的技術 

 

１．はじめに 

下水道は、国民生活にとって必要不可欠な社会資

本であるが、地球温暖化や資源・エネルギー需給逼

迫への対応として、温室効果ガス削減対策に加え、

下水汚泥が有するエネルギーのさらなる有効活用が

求められている。 

このような社会的要請及び行政ニーズを踏まえた

新技術も開発されつつあるが、まだ実績が少なく導

入に慎重な下水道事業者も多い。このため、国土交

通省下水道部では、「下水道革新的技術実証事業

（B-DASHプロジェクト）」を平成23年度から開始し

ており、国総研下水道研究部が実証研究を実施して

いる（B-DASHプロジェクト：Breakthrough by Dynamic 

Approach in Sewage High Technology Project）。

その目的は、優れた革新的技術を実証、普及により、

下水道事業におけるコスト縮減や再生可能エネルギ

ーの創出を実現し、併せて本邦企業による水ビジネ

スの海外展開を支援することである。 

本稿では、このうち、平成25年度採択の下水汚泥

バイオマス発電技術に関する2件の実証研究につい

て概要を紹介する。 

２．下水汚泥バイオマス発電技術の概要 

本技術は、①汚泥低含水率化技術、②省エネ型焼

却技術、③焼却廃熱発電技術を組合せたシステムで

ある。汚泥の低含水率化により焼却炉補助燃料が不

要となるとともに、従来ほとんど利用されてこなか

った焼却工程で発生する廃熱を活用して発電するこ

とにより、エネルギーを創出することが可能となる。

以下に2件の実証研究の特徴を記す。 

脱水・燃焼・発電を全体最適化した革新的下水汚

泥エネルギー転換システムの実証研究（メタウォー

ター・池田市共同研究体）では、発電技術に地熱発

電等で実績があり、低温度差で発電が可能なバイナ

リー発電技術を採用し、システム全体で効率的とな

るように各設備の運転を連携制御することで更なる

省エネルギー化・コスト縮減が可能である（図－１）。 

下水道バイオマスからの電力創造システム実証研

究（和歌山市・日本下水道事業団・京都大学・（株）

西原環境・（株）タクマ共同研究体）では、焼却技

術に低消費電力の階段炉を、発電技術に小型蒸気発

電とバイナリー発電を採用することにより、小規模

施設でも十分な発電量を確保できる（図－２）。 

３．今後の展開 

国総研では、引き続き実証研究を主導し、その成

果を踏まえて、下水道事業者の導入検討のためのガ

イドラインを策定し、普及を促進する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 実証施設外観（池田市下水処理場） 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 実証施設外観（和歌山市中央終末処理場） 

【参考】 

   http://www.nilim.go.jp/lab/ecg/bdash/bdash.htm 
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１．はじめに 

社会資本の老朽化が深刻な問題と認識されるなか

で、各社会資本分野で長寿命化計画が策定され、点

検・対策・データベース等の維持管理の実行手段の

検討も具体的に進んでいる。今後はいかに実行手段

を維持管理業務に組み込んで、PDCAサイクルを持続

的に展開させるか、管理対象施設に致命的なリスク

を生じないようにするかといったマネジメント手法

が求められる。国総研ではこの解決法を先取りする

ため、平成26年度から2年間にわたる「リスクマネジ

メントの観点を組み込んだ維持管理の持続性向上手

法に関する研究」を始動した。平成26年4月からは研

究活動を分野横断的に連携して進めるため、メンテ

ナンス研究推進本部が発足し、4つのミッションが掲

げられた。本研究はそのなかのミッション「維持管

理PDCAサイクルの支障となる問題点の把握と解決誘

導法の提案」に位置づけて実施されることとなった。 

２．研究の進め方 

本研究は以下、①～⑤の手順で進めることとした。 

①社会資本各分野における維持管理の現況と問題点

を整理する。 

②分野間で本来異なる諸特性（管理対象物の設置目

的，管理体制、適用する技術の信頼度等）を理解

した上で、問題点の相互比較を行う。 

③各分野の維持管理業務に共通し、問題の本質を衝

いていると思われる評価軸を設定する。 

④不足あるいは改善を要すると思われる評価軸につ

いては、民間インフラ分野や海外の取組なども参

考にしながら、評価軸の完成度を高める。 

⑤ケーススタディーを用いた検証を行い、維持管理 

のやり方（マネジメント）を評価し、改善策の提

供に役立つフレ―ムワークを提案する。 

３．各分野の維持管理に共通する評価軸について 

各管理主体が維持管理のやり方を自己点検し、改

善策のヒントを得られるような評価フレームを作成

するため、道路橋梁、河川の築堤護岸、下水管路の

4管理者（国土交通省の道路・河川事務所、政令市

の下水道部）、民間部門の 6事業者（鉄道、ガス、

製造、プラント、住宅）、海外（英国、フランスの

道路及び河川管理部門）を訪問し、現場で直面して

いる問題点やエピソード等をヒアリングした。それ

らをもとに、以下の切り口から評価軸を考察した。 

1)日常の事故やトラブル、自然災害との遭遇は、施

設の老朽化を管理するうえでのリスクとなる。そ

のリスク特性に応じた対応策の考え方（更新か補

修による延命か、予防か事後対処か、防災や安全

対策を重視か、精度重視かスピード重視か等）。 

2)「点検」「健全度評価」「劣化予測」「対策」「DB

活用」等の各過程には、持続性を妨げる問題点が

種々ある。他業務と連携し、その関連性のなかか

ら、問題点の改善効果を引き出す考え方（例えば、

清掃と点検、地震被害調査と健全度評価、防災対

策工事と補修対策工事など）。 

3)各過程の課題解決の糸口を、他の過程に求めるな

どの発想の転換や展開（例えば、点検の効率化を

DB活用によるスクリーニング手法に求める、劣化

予測の知見を工事の解体物に求めるなど）。 

４．今後の予定 

 平成 27年度は、「２．研究の進め方」の④⑤を進

め、成果のとりまとめを行う。 
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